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大学における 日本近現代の授業実践 ( II ) 
広島、 長崎への原爆投下を どう教えるか一 フク シマ後を視野に
小 南 浩 -
( 兵庫教育大学大学院)
広島、 長崎への原爆投下については、 戦争をはやく終わらせ、 これ以上多 く のアメリカ人や日本人の犠牲者を出さないた
めという 「早期終結人命節約説」 が語られてきた。 しかし、投下の目的は、 ソ連に対する威嚇 ・ 抑止であり、 原爆の破壊力
と効果の確認、 人体への影響力の測定にあった。 授業ではビデオを活用しながら、 原爆投下を止める可能性のあった、 いく
つかのターニングポイ ント を取り上げ、 学生の歴史的思考力を鍛えよう と試みた。 また、 日米の原爆投下に対する認識の違
いを明確にした。 フクシマ原発事故後の原爆学習では、 従来の原爆学習に加えて、 放射線障害の視点から広島、 長崎とフク
シマを関連づけた。 そして、 最後に広島、 長崎とフクシマを媒介するものと して、 ビキニ事件の意味を考え、 ビキニ事件を
契機とする戦後日本の原子力政策を概観した。 最後に、 もしヒロシマがなければフクシマはなかった可能性に言及した。
キーワード: 原爆投下、 早期終結人命節約説、 ソ連への威嚇、 ターニングポイ ント 福島原発事故、 ビキニ事件
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History of Japan ( Ii ): How 
Atomic Bombing after Fukushima
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Disaster 
Why did America release the atomic bomb on Hiroshima and Nagasaki? Then President Truman addressed to American people 
in radio, “We have used it in order to shorten the agony of war, in order to save the lives of thousands and thousands of young 
Americans”Later, he wrote a letter to Irv Kupcinet, Chicago Sun-Times, saying that it was used to save both American and 
Japanese youngsters from getting killed. However, the real purpose of using the atomic bombs was to threaten and deterrent the 
Soviet Union and to measure the effects on the human body. This paper describes approaches to promoting students' historical 
thinking in modem times from various perspectives: how they see the di fferent viewpoints on atomic bombing between Japan 
v.s. U.S., any possibilities of stopping the nuclear weapons, radioactive problems in the former two prefectures and Fukushima 
in reference to the Bikini Atoll nuclear test as well as the Japan's nuclear energy policy.
Key Words: atomic bombing, Stimson Doctrine, threat to the Soviet Union, fuming points, Fukushima nuclear disaster, the Bikini
Atoll nuclear test 
Koichi Kominami : Associate Professor, Hyogo University of Teacher Education, 942-1




筆者はさきに拙稿 「教養と しての歴史教育 大学にお
ける歴史授業の実践報告」' ' (以後、 前著とする) で、
大学一年次生の 「日本近現代史」 の授業実践を報告した。 
小論はそれに続く実践報告及び論考である。 小論の前半
では広島、 長崎への原爆投下授業 (以下、 原爆投下授業
と略称する) の内容及び展開について、 学生の反応を紹










する 「質問 ・ 感想 ・ 意見」 などを200字程度書かせて提
出させた。 そのなかから12~ 15人の 「質問 ・ 感想 ・ 意見」
をA 3 用紙一枚にまとめて、 毎時全員に配布した。




「覚える」 歴史から、 身近に 「感じ、 理解し、 さらには
認識する」 歴史への転換をはかる。
そこで、 原爆投下授業の授業目的は、
①1945年 8 月の 「敗戦への政治過程」 のなかで原爆投下
問題をとらえることができる。
②正確な事実にもとづいて正しい歴史認識を養う。
③ 3 ・11以後の授業においては、 原発事故による放射線
被害の問題と核爆発による広島 ・ 長崎の放射線被害の問
題とが重なるものであることに気づかせる。 すなわち、










1 , アメ リカはなぜ原発を製造したのか
ユダヤ人の亡命科学者レオ ・ シラー ドらの進言による。 
「ヒ ツトラー より も先に原爆を開発すべきだ」。 シラー ド
は 「アメ リ カが原爆をもたないかぎり、 ドイ ツの原爆か
ら身を守れないのではないかと考え」、 アイ ンシュタイ
ンらとともにルーズベルト大統領に進言した' 2。 それが
42年 8 月マンハッタン計画となり、43年 3 月にはロスア
ラモスに研究所が設立 ( オッペンハイマー が所長) され
本格的な研究が展開された。
このとき、 原爆はドイ ツに対する抑止力と しての意味
を持つており、 民間人には使わないという ものであった。 
アメ リ カ政府に原爆製造を強く 要請したのは右翼的な軍
国主義者ではなく 、 シラー ドのよう な進歩的で自由主義
的な科学者であった。
ドイツを対象にした原爆であれば、1945年 5 月 8 日の
ドイ ツ降伏によって、 原爆製造の大義が失われたにもか
かわらず、 なぜアメ リ カは原爆の製造を続けたのかが問
題となる。 これについては、 じつはドイ ツ降伏のかなり
前の段階で日本への投下も視野に入っていた。 その証拠
の一つが、1943年 5 月の軍事政策委員会や翌年 9 月の英





がある。 同じ頃、 ルーズベルトは 「原爆を兵器として使
用するのではなく、 日本を降伏に追い込む威圧の道具と
して利用できないものかどうか」 を話し合ったという3。 
このよう に、 ルーズベルト においては原爆は兵器ではな
く、 日本を降伏に追い込む威圧の道具であった。 
2 , アメ リカはなぜ原爆を投下したのか。
トルー マン大統領は原爆投下の理由を投下直後の8 月
9 日、 ラ ジオで次のよう にアメ リ カ国民に説明した。 
「爆弾を獲得したので、 われわれはそれを使用しました。 
われわれは真珠湾で無警告攻撃を行った者たち、 アメリ





期終戦人命節約説といわれるもので、 今なお多 く のアメ





定死者数が 「2 万人以内」 (1945年 6 月18 日のホワイト
















難となる趨勢にあり、 即ち、 戦争4 年たる19年末に
は国力の弾撥性は概ね喪失するものと認められる6。 
とある。 アメリ カ側も日本の経済は1945年の集中的な





では、 なぜアメ リ カは原爆を投下したのか。 投下の真の
目的は、 以下の3 点に集約される。





して約2 兆 5 千億円、) 何の成果もないままに開発をや
めることはできなかった。 議会に説明がつかない (バー 
ンズ国務長官)。




投下候補地を検討する目標委員会が1945年 5 月10、11 
日に開かれた。 最有力候補のAA と されたのが京都と広
島、A が横浜と小倉、Bが新潟であった。 選定基準は①
直径 3 マイル以上の市街地をもつ大都市、 ②一発の原爆
で街の大部分が破壊されう る集中的形態の都市、 ③8 月
までに通常空襲により破壊されていないことであった。
実務責任者のグロー ブズ少将は5 月30日、京都を第一 
投下地とする旨、 スチムソン陸軍長官に報告した。 しか
し、 スチムソンは京都への投下を禁じた。 五百旗頭真に







なうねりであるが、 私は歴史の 「不条理」 や 「運命」 と









結局、 最終目標地として広島、小倉、 新潟、 長崎があ
げられていたが、 空襲を受けたことで新潟がはずれた。 
そして、 広島投下後の第一 目標は小倉となり長崎は第二
目標だった。 しかし、 小倉は雲に覆われ、 投下日標確認
に失敗するなど長崎となった。 長崎投下の意味は後述す
る。 
4 , あの時、 原爆投下は止められた
戦後60年にあたる2005年の夏、 日本のTBSとイギリ
スのBBCの共同制作による 「ヒロシマ あの時、 原爆
投下は止められた いま明らかになる悲劇の真実」 (以










統領トルー マンが大統領に昇格したが、 準備のない、 自
信のない大統領として紹介されている。 歴史学者マー テイ
ン ・ シヤーウイ ンはトルーマンを 「外交の経験もなく 情
報面、心理面、政治面どの点においても彼は準備不足だっ
た」 と言った。 そして、 国民の人気を集めるには強い路
線でいく しかない、 原爆はその切り札と彼は考えたとい
う (ビデオ)。
歴史家ピータ一 ・ カズニ ツクは、 ルーズベルト と トルー 
マンを比較して 「ルーズベルトは様々な意見を聞いた上
で最終的には自分なりの外交政策を決める人間であった
が、 トルー マンはこういった分野に経験が浅く、 ソビエ
トに敵意を抱き、 保守的な意見を持つ者たちにほぼ頼り
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切っていた。 明確なビジョ ンをもった人、 理想主義者、
知識人が苦手であったため、 自分の了見の狭い直観を認














シラー ドら科学者の反対であった。1945年 7 月、 シラー 








と警告した'''。 しかし、 こう した警告は無視された。 
③は、 アメリカ政権内部の原爆推進派と慎重派の攻防
である。 1945年 5 月28 日、 ながく駐日大使を務めた知日
派のジョセフ ・ クルーは 「天皇制を維持できる条件さえ
与えれば日本の降伏は早まる」 と大統領に進言した。 に
もかかわらず、 スチムソンを委員長とする暫定委員会は




日本占領をアメ リ カ主導で行う ことにあった。
しかし、 依然慎重論も多かった。6月18日、 ホワイ ト
ハウスでアメリカ版 「御前会議」 が開かれた。 このとき、
広い国際的視野に立って現実主義的手段を主張するスチ
ムソン陸軍長官と ジョ ン ・ マツクロイ同次官補( ともに
文官) が日本本土上陸作戦を強行する前に、 日本を早期
の降伏に追い込むそれ以外の手段を追求するよう提案し




と主張したが、 推進派のバー ンズは 「それは逆にアメ リ
カの弱さを示すものだ」 として拒否した ( ビデオ)。
また、暫定委員会の海軍代表であった海軍次官ラルフ ・ 
バードは7 月 1 日退官する前に、 アメ リ カは警告なしに
原爆を使うべきでないと提言した''3。 欧州連合軍総司令







けた。 しかし、1945年 6 月22 日の最高戦争指導会議で天






















進しよう と呼びかけている。 朝日新聞はこれを 「黙殺」
し、 戦争邁進を主張、 読売新聞は宣言を問題外と して
「笑殺」 と主張。 鈴木首相は 「宣言を黙殺して戦争に邁
進する」 と発言した''7。 ignore を reject ととらえ、 米英
などの新聞に 「日本ポツダム宣言を拒否」 と報じられ英
米世論は激高した。 これを受けてトルー マンが原爆を投
下した''8。 また、 ソ連もこれを絶好の口実に8 日、 日本
に宣戦を布告し9 日満州に侵攻したという説が戦後しば
らく 流布され、 鈴木もこれを後悔していたと言われた。 
こう した 「俗説」 は、 ポツダム宣言が発せられる前日の
7 月25 日にトルー マンが原爆投下を承認していたという
事実だけで否定される。
原爆投下を命じた7 月25 日のトルー マンの日記は
日本近現代史の授業実践 (大学) 




人が野蛮、 残酷、 無慈悲で狂信的だとしても、 共通
の福祉のための世界の指導者と してわれわれはこの








( 日本人) がそう (受諾) しないことを私は確信する」
その根拠が12条の書き換え (天皇制存続の削除) であっ
た。
7 月16 日におこなわれたアラモゴー ドの原爆実験成功
が、 その後の状況を大きく変えてしまった。 実験成功を
聞く前日の7 月17 日、 トルーマンは日記に 「ソ連の対日
参戦がおこれば日本は終わりだ」 と書いた。 しかし、 実
験成功の知らせを聞いた翌7 月18 日の日記には、 「一 ロ
シアがやってく る前に日本はつぶれる。 マ ンハッタ ンが
日本に姿をあらわせば確実にそう なるだろう」2°と書い
ていた。 実験成功の前にあるいはポツダム宣言が発布さ
れてすぐに日本が降伏をしていれば、 アメ リ カの原爆投






8 月 9 日、対日参戦したことであった'2'。 なぜなら、 広
島への原爆投下の事実を国民に公表しよう とする情報局
案を戦争指導上の理由から軍が潰し、 さらに戦争を継続
しよう と したからである。 また、 投下後も日本政府はソ
連からの返事を待つていたが22、 ソ連の対日参戦で戦争
終結への道は完全に断たれてしまったからである。




























アグニユーはさらにこ んなこ と も言っていた。 「私は
時々講演をするが、 時折、 高齢の日本人男性から 『爆弾
を使ってく れてありがとう。 おかげで命拾いしました。 
そうでなければあのまま戦争が続き、 私は死んでいたで
しよう』」。 他にも原爆投下によって救われたと思ってい




性は 「彼らは僕の命を救ってく れたんだよ、 リ トルボー 
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という 米国側の正統的解釈に一切の疑念を差し挟むこ と
を禁止した。 そのため日本人 (特に女性や子ども) の原





う に語った。 「戦争は地獄だ。 謝罪を求められるいわれ
はない。 そう した考えは(歴史に対する) ひどい見直し
論だ。 トルー マン大統領は厳しい決断に直面し、 その決
断は正しかった。 それは何百万人もの米国民の命を救っ
た」'27。 さらに2007年には、 米政府のロバー ト ・ ジョセ
フ核不拡散問題特使 (前国務次官) が記者会見で、広島・ 
長崎への原爆投下について 「原爆の使用が終戦をもたら
し、 連合国側の万単位の人命だけでなく、 文字通り、 何
百万人もの日本人の命を救ったという点では、 ほとんど
の歴史家の見解は一致する」28 と語った。 100万人とい
い何百万人といい、 この数字が多く なればなるほど、 原
爆投下の正当性は高く なるというわけだ'29。 ジョセフ氏
は 「ほとんどの歴史家の見解は一致する」 と言うが、多






であり、 それは歴史の私物化であり、 パブリ ック ・ ヒス
トリー の否定であると言った。 歴史を創った人と歴史を




リ ック ・ ヒストリーのあり方ではないか」 と」 語ってい
る 3°。 私はこの袖井の議論を紹介し、 そもそも歴史とは
何か、 また戦争の展示の仕方にどのよう な意図があるの
かを学生に問いかけている。 例えば、 広島、 長崎の原爆
記念館の展示を見ると悲惨さはよ く伝わってく るが、 上
述した原爆投下の背景はほとんど説明されていない。
③長崎への投下をどう とらえるか





たという。 7 月25 日に出された原爆投下指令は二種類の
原爆をワンセット として連続して投下することを意味し
ていた'3'。 グロー ブズは7 月16 日の原爆実験成功直後、
部下にこれで戦争が終わりますね、 と言われたときに
「いや、 まだだ。 原爆を二発投下するまでは終わらな









後に米軍が行った以下の3 点をもって 「人体実験」 説を
主張した。
a, 原爆の惨状についての報道を禁止し情報を独占した、















英 ・ ソで出されてしかるべきであった。 そのほうがソ連
を仲介者と考えていた日本に打撃を与え、 戦争終結は早






























た。」。 この感想は2007年 6 月の久間章生防衛大臣が講演





みを味わわなく てよかった。」 との感想に対しては、 日
本近現代史において 「もし」、1910年韓国併合による日
本の朝鮮占領がなければ、 朝鮮半島の南北分断の可能性
はきわめて低かった。 そこまで遡らなく ても、 ターニン
グポイ ント学習で見たよう に、 「もし」 トルーマンが天
皇制容認のメ ッセージを5 月、 6 月段階で出していれば、
日本はもっとはやく降伏した可能性が高い。 もしそうで




12 ・8 とは開戦記念日であり真珠湾の1941年12月 8 日
のこと。 これは国民的記憶の問題である。 日本人が8 ・ 
6 の広島や 8 ・15の終戦記念日を銘記して、12 ・8 の真
珠湾、 9 ・18の柳条湖や 7 ・7 の盧溝橋を知らないよう
にアメ リ カ人は8 ・6 や 8 ・9 を知らない。'39。 また、
次のよう な感想も国民的記憶に関係する。






教科書検定で 「日本軍に 『集団自決』 を強いられたり」
という記述が、 「追いつめられて 『集団自決』 をした人














だとすれば主語は 「私たち人類」 という ことになる。 













1 ミリ シーベルトとする国際放射線防護委員会(Ic RP) 
の勧告は、 広島 ・ 長崎の研究がもとになっている'4'。 こ

















被爆者をつく るな」 という運動へ発展した'42。 こう した
事態に危機感をもったアメ リ カは、 特にメ ディ アを使っ
て日本の世論を懐柔した。 その時に果たした読売新聞や
正力松太郎の役割、 メディ アの役割、 アメ リ カの戦後の




た ドキュメ ント番組はいつく かあるが、 私は、 ビキニ事
件40年にあたる1994年 3 月16 日、NHK が放映した現代
史スクープドキュメ ント 「原発導入のシナリオ一冷戦下
の対日原子力戦略」 を学生に見せることにしている。 









和利用」 (アト ムズ ・ フオー ・ ピース) を提唱した。 旧
ソ連が水爆実験に成功した直後、 米国は原子力技術の他
国への供与で西側陣営の強化 ・ 拡大を模索した。 敗戦後、
原子力開発を禁じられていた日本も供与の対象となった。
1954年ビキニ事件が起こると、原水爆禁止運動が全国
的に広がり、 被爆者も補償を求めて立ち上がった。 1 年






の 「毒をもって毒を制する」( ドキュメ ント) という言













1956年 1 月, 原子力委員会 (初代委員長正力松太郎) 
の初会合が開かれた。 5 人の委員のなかには湯川秀樹や
藤岡由夫らがいた。 正力は5 年後には原発を建てると宣
言したが、 湯川は1 年後に委員会を去った。 こう して国
内初導入をめぐってl真重派の科学界と積極派の政府経済
界が対立した。 坂田昌一 も議論が密室だと抗議し、 原子
力専門部会委員を辞任した。1960年前後を境に湯川・ 坂
田 ・ 伏見ら多くの物理学者が原発議論から離れた。 一方
で工学 ・ 技術者を中心とした 「原子力ムラ」 が力をもつ
よう になった。
























原爆が投下された直後 (1945年 9 月) でも、 マンハッ
タ ン計画に関わった科学者たちは、 水爆を作る実験も成
功するだろうが、 しかしこう した 「開発は着手しない方
がいい。 人間の破減を代償として手に入れる勝利より も
戦争で負ける方がまだましである」 と警告していた48。
米のケネデイ、 ジョ ンソ ン両政権で国務長官を務めた
マクナマラは2004年、 「原爆投下が必要だったとは思わ
ない。 賢明な選択ではなかった。 一原爆投下がなければ




子力委員会 (AEC) に引き継がれ、 軍産複合体へと発展
していつた。 私は授業目的、 歴史のターニングポイ ント









ルすべきだ」。 そして同日の日記に 「それはフラ ンケン
シュタイ ンとなって、 われわれを食い尽く すかも しれな
い」5°と書いた。
ヒロ シマ、 ナガサキを経験した戦後の日本人は、 二度








すでに見てきたよう に、 原爆投下を止め得たいく つも
の 「岐路」 があった。 しかし、 ヒロ シマ、 ナガサキ、 ビ








う やって希望を持つのか」'52 高村の発言と関連して、 私
は魯迅の 「絶望は虚妄だ。 希望がそうであるように」 と、
むのたけじの 「希望は実在している。 絶望のど真ん中に」












では歴史、 政治、 社会に対して無関心でしたが、 これか
らは関心、 興味をもって自分から学んでいきたいと思い
ます」。 メディ アの問題点を指摘する学生が多い。 マス
コ ミが信じられないなどの感想が寄せられたが、 私は
「日本近現代史」 の最初の授業時に、 毎日、 図書館で二
つ以上の新聞を読むことを義務づけている。 また 『中央
71 
公論』 や 『世界』 などのオピニオン誌を読むことも勧め












民党政権と官僚、 財界、 学界、 メディ アの責任は明確に









なった人があふれていたという話を聞いた。 また多 く の
青年が戦死した話も聞いた。 命令する人間は安全なとこ
ろにいてこれからの日本を支える若者や民間人が被害を









反対を訴えよう と したが推進派のバー ンズによって阻止
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